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令和６年６月２８日規則第４５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大分市特定公共賃貸住宅条例（平成６年大分市条例第２

６号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（公募の例外） 

第２条 条例第５条の規則で定める事由は、次に掲げるものとする。 

(1) 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第２条第１５号の規定に基づ

く公営住宅建替事業の施行に伴う公営住宅の除去 

(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１５項に規定する都

市計画事業、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第２条第１項

に規定する土地区画整理事業又は都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）

第２条第１号に規定する市街地再開発事業の施行に伴う住宅の除去 

(3) 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第２条第１項に規定する住

宅地区改良事業の施行に伴う住宅の除去 

(4) 土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条（同法第１３８条第

１項において準用する場合を含む。）の規定に基づき事業の認定を受けて

いる事業又は公共用地の取得に関する特別措置法（昭和３６年法律第１５

０号）第２条に規定する特定公共事業の施行に伴う住宅の除去 

（令３規則４２・一部改正） 



（入居者の資格の所得基準） 

第２条の２ 条例第６条第２号の規則で定める所得の基準は、入居の申込みを

した日において、所得が１５８，０００円以上４８７，０００円以下である

こととする。 

（平１９規則２１・追加、平２１規則２１・一部改正） 

（入居の申込み） 

第３条 条例第７条の規定により条例第３条に規定する特定公共賃貸住宅（以

下「特定公共賃貸住宅」という。）に入居の申込みをしようとする者は、特

定公共賃貸住宅入居申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

(1) 特定公共賃貸住宅に入居する者（以下「入居者」という。）及び同居予

定親族等（同居親族等（条例第６条第３号に規定する同居親族等をいう。

以下同じ。）となることが予定される者をいう。以下同じ。）の条例第２

条第２号に規定する所得（以下「所得」という。）を証明する書類（市町

村長、税務署長等の交付する書類とする。以下「所得証明書」という。） 

(2) 入居者及び同居予定親族等の居住を証明する書類（住民票等市町村長の

交付する書類とする。以下「居住証明書」という。） 

(3) 入居者及び同居予定親族等が暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）でないことを誓約する書面（第６条第３項にお



いて「誓約書」という。） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（平２０規則１４・令６規則４５・一部改正） 

（抽選の立会い） 

第４条 市長は、条例第８条の規定により公開抽選を行うときは、入居の申込

みをした者のうちから、適当と認める者若干名をこれに立ち会わせるものと

する。 

（選定の特例） 

第５条 条例第９条第１項の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

(1) １８歳未満の同居する児童が３人以上いる者 

(2) 配偶者がなく、かつ、現に同居し、又は同居しようとする２０歳未満の

者を扶養している者 

(3) 入居者又は同居親族等が６０歳以上である者 

(4) 入居者又は同居親族等が、次に掲げる者のいずれかに該当する者 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受け、身体障害者福祉法施行規則（昭

和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級から４級までに該当する

障害を有する者 

イ 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条第１項の規



定により戦傷病者手帳の交付を受け、恩給法（大正１２年法律第４８号）

別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は別表第１号表ノ３の

第１款症に該当する障害を有する者 

ウ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童相

談所若しくは知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第

１項に規定する知的障害者更生相談所により障害の程度が総合最重度、

総合重度若しくは総合中等度と判定された者又は精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項

に規定する障害等級の１級若しくは２級に該当する者 

エ 原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（昭和３２年法律第４１号）第

８条第１項の規定により厚生大臣の認定を受けている者 

オ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過して

いないもの 

カ 大分市営住宅の入居者のうち収入超過者で市長が必要と認めるもの 

（平１１規則３２・平１７規則１２・令４規則１３・令６規則４５・

一部改正） 

（補充入居） 

第６条 市長は、条例第１１条第１項の補充入居予定者を補充入居予定者名簿

に登録するものとする。 

２ 前項の補充入居予定者名簿の登録期間は、２月１日から翌年の１月３１日



までとする。 

３ 前２項の規定に基づき補充入居予定者名簿に登録された補充入居予定者は、

入居の申込みの際提出した所得証明書、居住証明書又は誓約書を市長の求め

に応じ、再提出しなければならない。 

（平２０規則１４・一部改正） 

（入居決定通知） 

第７条 市長は、条例第７条第２項、第８条、第９条、第１０条第２項又は第

１１条第２項の規定に基づき入居予定者を決定したときは、当該入居予定者

として決定した者（以下「入居決定者」という。）に対し、特定公共賃貸住

宅入居決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（平１２規則３０・一部改正） 

第８条 条例第１２条第１項ただし書の規定に基づき指定する期限は、入居の

決定があった日から起算して１５日を経過する日とする。 

（請け書） 

第９条 条例第１２条第１項第１号の請け書（以下「請け書」という。）は、

様式第３号によるものとする。 

２ 請け書には、当該請け書に連署する連帯保証人の印鑑証明書及び連帯保証

人が入居決定者と同程度以上の収入を有することを証明する所得証明書を添

付しなければならない。 

３ 連帯保証人の極度額（民法（明治２９年法律第８９号）第４６５条の２第



１項に規定する極度額をいう。）は、入居時（第１１第２項の規定により新

たに連帯保証人を定めた場合にあっては、第１１条第１項の規定による申請

時）における１２月分の家賃に相当する金額とする。 

（令２規則２８・全改、令６規則４５・一部改正） 

（連帯保証人の資格） 

第１０条 条例第１２条第１項第１号の規則で定める連帯保証人は、次の各号

に掲げる要件のいずれにも該当する者で、市長が適当と認めるものでなけれ

ばならない。 

(1) 市内に居住する者。ただし、特別な事情があると市長が認める場合は、

この限りでない。 

(2) 独立の生計を営み、かつ、入居決定者と同程度以上の収入を有する者 

（連帯保証人の免除） 

第１０条の２ 条例第１２条第１項第１号に規定する市長が特別の事情がある

と認める場合は、入居者が、賃貸住宅の賃借人の委託を受けて当該賃借人の

家賃の支払に係る債務を保証することを業として行う者であって市長が適当

と認めるもの（以下「保証業者」という。）と、家賃の支払に係る債務の保

証を当該保証業者に委託することを内容とする契約（以下「保証委託契約」

という。）を締結している場合とする。 

（令６規則４５・追加） 

（連帯保証人の変更等） 



第１１条 入居者は、連帯保証人が死亡し、若しくは第１０条に規定する要件

に該当しない者となり、若しくは連帯保証人を変更しようとするとき又は保

証委託契約が終了したときは、新たに同条に規定する要件に該当する連帯保

証人になろうとする者又は保証委託契約を締結する保証業者を定めて、特定

公共賃貸住宅連帯保証人等変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、特定公共賃貸住宅連帯保証人等変更承

認通知書（様式第５号）により入居者及び新たに連帯保証人となった者に通

知するものとする。 

３ 入居者は、連帯保証人の住所又は氏名に変更があったときは、直ちに特定

公共賃貸住宅連帯保証人住所・氏名変更届（様式第６号）に当該変更を確認

できる書類を添えて、市長に届け出なければならない。 

（平１２規則３０・令６規則４５・一部改正） 

（入居許可日の通知） 

第１２条 条例第１２条第２項の規定による入居許可日の通知は、特定公共賃

貸住宅入居許可日通知書（様式第７号）により行うものとする。 

（入居決定の取消し） 

第１３条 条例第１２条第４項又は第２６条第１項の規定による入居決定の取

消しの通知は、特定公共賃貸住宅入居許可取消通知書（様式第８号）により

行うものとする。 



（家賃） 

第１４条 条例第１３条第１項の家賃は、別表第１のとおりとする。 

（入居者負担額の決定） 

第１５条 条例第１５条に規定する入居者負担額は、別表第２の中欄に掲げる

入居者の所得の区分に応じ、同表の右欄に掲げる額とする。 

２ 入居者負担額は、入居許可日から同日以後最初の９月３０日までの期間に

係るものにあっては入居許可日に、入居許可日後の１０月１日（以下「基準

日」という。）から翌年の９月３０日までの期間に係るものにあっては基準

日に決定するものとする。 

（平１９規則４５・全改） 

（減額の申請等） 

第１６条 条例第１６条第１項の規定により家賃の減額を受けようとする入居

者は、毎年８月末までに、特定公共賃貸住宅家賃減額申請書（様式第９号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。ただし、市長は必

要があると認めるときは、当該添付書類の全部又は一部を省略させることが

できる。 

(1) 入居者及び同居親族等（以下「入居者等」という。）の所得証明書 

(2) 入居者等の居住証明書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第７条第１項の規定により入居の申込みをしようとする者であって、



条例第１４条の規定により家賃の減額を受けようとするものは、当該申込み

の際に前項の申請書を市長に提出するものとする。 

３ 条例第１６条第３項の規定による通知は、特定公共賃貸住宅家賃減額決定

通知書（様式第１０号）によるものとする。 

（平１９規則４５・令６規則４５・一部改正） 

（家賃の減免等） 

第１７条 条例第１８条の規定に基づき市長は、入居者等が次の各号のいずれ

かに該当すると認めるときは、家賃を減免し、又は徴収を猶予することがで

きる。 

(1) 地震、暴風雨、洪水、火災等の災害により特定公共賃貸住宅について被

害を受けたとき。 

(2) 前号に掲げるほか、市長が特に必要と認めるとき。 

２ 家賃の減免又は徴収の猶予を受けようとする者は、特定公共賃貸住宅家賃

減免・徴収猶予申請書（様式第１１号）を市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。 

３ 市長は、前項の承認をしたときは、特定公共賃貸住宅家賃減免・徴収猶予

決定通知書（様式第１２号）により申請者に通知するものとする。 

（用途変更の届出及び承認） 

第１８条 条例第２２条第１項ただし書の規定に基づき特定公共賃貸住宅の一

部を他の用途に変更しようとする入居者は、特定公共賃貸住宅用途変更申請



書（様式第１３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理したときは、入居者等が自らあんま、

はり又はきゅうの業等を営む場合で、住宅の管理上支障がないと認められる

ときは、これを承認するものとし、その旨を特定公共賃貸住宅用途変更承認

通知書（様式第１４号）により申請者に通知するものとする。 

（模様替え等の届出及び承認） 

第１９条 条例第２２条第３項ただし書の規定に基づき特定公共賃貸住宅の模

様替え等をしようとする入居者は、特定公共賃貸住宅模様替え等申請書（様

式第１５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理したときは、特定公共賃貸住宅の維

持管理に支障がなく、かつ、原状の回復が容易であると認められるときは、

これを承認するものとし、その旨を特定公共賃貸住宅模様替え等承認通知書

（様式第１６号）により申請者に通知するものとする。 

（同居の申請及び許可） 

第２０条 条例第２２条第６項の規定により同居の承認を受けようとする入居

者は、特定公共賃貸住宅同居承認申請書（様式第１７号）に同居させようと

する者が暴力団員でないことを誓約する書面を添えて市長に提出しなければ

ならない。この場合において、当該申請書には、請け書に連署した連帯保証

人が連署するものとする。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、入居者等に介護を必要とする者



がいること等同居することがやむを得ないと認められるときは、これを承認

するものとし、特定公共賃貸住宅同居承認通知書（様式第１８号）により申

請者に通知するものとする。 

３ 入居者等は、入居者等に死亡その他の事由が生じたときは、速やかに特定

公共賃貸住宅入居者等異動届（様式第１９号）に当該事由が生じたことを証

する書面を添えて、市長に提出しなければならない。 

（平２０規則１４・令６規則４５・一部改正） 

（長期不在の届出） 

第２１条 条例第２２条第８項に規定する届出は、特定公共賃貸住宅を使用し

ないこととなる日の７日前までに特定公共賃貸住宅長期不在届（様式第２０

号）を市長に提出することにより行うものとする。 

（平２０規則１４・一部改正） 

（入居の承継） 

第２２条 条例第２４条第１項の規定により特定公共賃貸住宅の入居の権利を

承継しようとする者は、同条に規定する承継の原因となる事実が発生した日

から３０日以内に特定公共賃貸住宅入居承継承認申請書（様式第２１号）に

その者及び同居者が暴力団員でないことを誓約する書面を添えて市長に提出

し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請書を受理し、特定公共賃貸住宅の管理上支障

がないと認められるときは、これを承認するものとし、特定公共賃貸住宅入



居承継承認通知書（様式第２２号）により申請者に通知するものとする。 

（平２０規則１４・一部改正） 

（明渡し届） 

第２３条 条例第２５条第１項に規定する明渡しをしようとする者は、特定公

共賃貸住宅明渡し届（様式第２３号）により市長に届け出るものとする。 

（住宅の明渡し請求） 

第２４条 条例第２６条の規定による明渡し請求は、特定公共賃貸住宅明渡し

請求書（様式第２４号）により行うものとする。 

（駐車場） 

第２５条 駐車場の名称及び区画数は、別表第３に掲げるとおりとする。 

（平１２規則３０・追加） 

（駐車場の使用が可能な自動車） 

第２６条 駐車場に駐車することのできる車両は、道路運送車両法（昭和２６

年法律第１８５号）第２条第２項に規定する自動車（二輪車を除く。）であ

って、長さが５メートル以下であり、かつ、幅が２メートル以下であるもの

とする。 

２ 市長は、駐車場の管理上又は構造上必要があると認めるときは、前項に定

めるもののほか必要な制限をし、又は同項に定める制限を加重することがで

きる。 

（平１２規則３０・追加） 



（駐車場の使用の申込み等） 

第２７条 条例第３０条第１項の規定により駐車場の使用の申込みをしようと

する者は、市長が指定する日までに、特定公共賃貸住宅駐車場使用申込書（様

式第２５号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 駐車場の使用は、１戸につき１区画に限り許可するものとする。ただし、

空き区画が生じたときは、この限りでない。 

３ 市長は、駐車場の使用者の決定を行うに当たって、必要な条件を付すもの

とする。 

４ 条例第３０条第２項の規定による駐車場の使用者の決定の通知は、特定公

共賃貸住宅駐車場使用決定通知書（様式第２６号）によるものとする。 

（平１２規則３０・追加） 

（駐車場の使用者の選考方法） 

第２８条 条例第３１条本文の規定による駐車場の使用者の選考方法は、公開

抽選によるものとする。 

（平１２規則３０・追加） 

（駐車場の使用の手続） 

第２９条 条例第３２条第１項第１号に規定する所定の書類は、特定公共賃貸

住宅駐車場使用請け書（様式第２７号）とする。 

２ 使用決定者（条例第３０条第２項に規定する使用決定者をいう。以下同じ。）

は、条例第３２条第１項各号に規定する手続（以下「使用の手続」という。）



をやむを得ない事情により同項に定める期間内に完了する見込みがないとき

は、当該期間の満了日前２日までにその旨を市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、新たに使用の手続を完了

すべき期間を定め、その旨を当該使用決定者に指示するものとする。 

４ 条例第３２条第３項の規定に基づき駐車場の使用の決定の取消しを行うと

きは、市長は、特定公共賃貸住宅駐車場使用決定取消通知書（様式第２８号）

により当該使用の決定の取消しに係る使用決定者に通知するものとする。 

５ 条例第３２条第４項の規定による駐車場の使用開始日の通知は、特定公共

賃貸住宅駐車場使用開始日通知書（様式第２９号）により行うものとする。 

（平１２規則３０・追加） 

（駐車場の使用の変更の届出） 

第３０条 使用者（使用決定者を含む。第３２条において同じ。）は、駐車場

の使用の決定に係る事項に変更があったときは、速やかに特定公共賃貸住宅

駐車場使用変更届（様式第３０号）に関係書類を添えて市長に届け出なけれ

ばならない。 

（平１２規則３０・追加） 

（駐車場の使用料） 

第３１条 条例第３３条第１項の規定による駐車場の使用料は、別表第３のと

おりとする。 

（平１２規則３０・追加） 



（駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予） 

第３２条 条例第３３条第２項の特別の事情がある場合は、次の各号のいずれ

かに該当する場合であって、使用者が居住する特定公共賃貸住宅の家賃及び

駐車場の使用料の滞納がないときとする。 

(1) 駐車場の使用の決定に係る自動車が地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第４条第２項第８号の自動車税又は同法第５条第２項第３号の軽自動

車税の減免を受けているものである場合（当該自動車税又は軽自動車税の

減免が使用者又はその同居者の身体障害等を理由とするものである場合に

限る。） 

(2) 第１７条第１項第１号の規定に該当する場合 

２ 条例第３３条第２項の規定に基づき駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予

を受けようとする使用者は、特定公共賃貸住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）

申請書（様式第３１号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予をすることと決定したとき

は特定公共賃貸住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）決定通知書（様式第３２

号）により、駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予をしないことと決定した

ときは特定公共賃貸住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）申請却下通知書（様

式第３３号）により当該使用者に通知するものとする。 

４ 駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予の額及び適用期間は、市長が別に定

める。 



（平１２規則３０・追加、令６規則４５・一部改正） 

（駐車場の明渡し請求） 

第３３条 条例第３６条第１項の規定に基づき駐車場の明渡しの請求を行うと

きは、市長は、特定公共賃貸住宅駐車場明渡し請求書（様式第３４号）によ

り当該明渡しに係る使用者に通知するものとする。 

（平１２規則３０・追加） 

（駐車場の明渡し） 

第３４条 条例第３７条において準用する条例第２５条第１項の規定により駐

車場を明け渡そうとするときの届出をしようとする使用者は、当該明け渡そ

うとする日前７日までに、特定公共賃貸住宅駐車場明渡し届（様式第３５号）

を市長に提出しなければならない。 

（平１２規則３０・追加） 

（住宅監理員の資格等） 

第３５条 条例第３８条の住宅監理員（以下「監理員」という。）は、住宅の

管理についての知識、技能及び経験を有する者でなければならない。 

２ 監理員は、条例第２５条第１項及び条例第４０条に規定する検査を行うほ

か、条例第３９条の住宅管理人を指揮して次の職務を行うものとする。 

(1) 住宅及び共同施設の使用及び維持に関する指導 

(2) 戸外の利用に関する指導 

(3) その他必要な指導 



（平１２規則３０・旧第２５条繰下、平２１規則２１・一部改正） 

（住宅管理人の資格及び職務） 

第３６条 住宅管理人（以下「管理人」という。）は、入居者であって住宅管

理を行う能力を有すると認められるもののうちから市長が委嘱する。ただし、

特別の理由があるときは、これを置かないことができる。 

２ 管理人の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 市長は、管理人が、次の各号のいずれかに該当するときは、任期途中にお

いてこれを解任することができる。 

(1) 職務を忠実に遂行しないと認められるとき。 

(2) 疾病その他やむを得ない理由により職務を遂行できないと認められる

とき。 

(3) その他管理人として不適当と認めたとき。 

４ 管理人の行う職務は、次のとおりとする。 

(1) 家賃の納入通知書等の配布及び家賃の納付の督促の補助に関すること。 

(2) 住宅の入居又は明渡しの確認並びに条例第２５条第１項に規定する住

宅の検査及びその報告に関すること。 

(3) 住宅及び共同施設の破損箇所の発見及びその報告に関すること。 

(4) その他住宅管理上必要な指示に関すること。 

（平１２規則３０・旧第２６条繰下） 

（証票） 



第３７条 条例第４０条第３項に規定する証票は、特定公共賃貸住宅監理員証

（様式第３６号）とする。 

（平１２規則３０・旧第２７条繰下） 

（指定管理者の公告） 

第３８条 市長は、条例第４１条第１項の規定により特定公共賃貸住宅及び共

同施設の管理を行わせるため、法人を指定しようとするときは、あらかじめ

次に掲げる事項を公告する。 

(1) 管理を行わせる施設の名称及び所在地 

(2) 条例第４１条第１項の規定により市長が指定する者（以下「指定管理者」

という。）が行う管理の基準及び業務の範囲 

(3) 指定管理者の指定の予定期間（以下「指定予定期間」という。） 

(4) 条例第４１条第２項の規定による申請（以下「指定申請」という。）の

方法 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（平１７規則４９・追加） 

（指定管理者の指定申請） 

第３９条 指定申請は、市長が定める期間内に行わなければならない。 

２ 条例第４１条第３項の事業計画書その他市長が必要と認める書類は、次に

掲げるとおりとする。 

(1) 指定予定期間に属する各年度の特定公共賃貸住宅及び共同施設の管理



に係る事業計画書及び収支予算書 

(2) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(3) 指定申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸

借対照表（指定申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、

その設立時における財産目録） 

(4) 指定申請の日の属する事業年度及び当該事業年度の翌事業年度におけ

る法人の事業計画書及び収支予算書 

(5) 法人の組織及び運営に関する事項を記載した書類 

(6) 法人が現に行っている業務の概要を記載した書類 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（平１７規則４９・追加） 

（指定管理予定者） 

第４０条 市長は、指定申請をした法人のうち、条例第４１条第１項各号に規

定する要件を満たし、かつ、特定公共賃貸住宅及び共同施設の管理を行わせ

る上で最も適切と認める者を指定管理者の予定者とする。 

２ 市長は、前条第１項に規定する市長が定める期間内に指定申請をした法人

がないとき、又は前項の指定管理者の予定者がないときは、再度、第３８条

の規定による公告を行うことができる。 

（平１７規則４９・追加） 

（指定管理者の指定の通知） 



第４１条 市長は、条例第４１条第１項の規定による指定をしたときは、その

旨を指定された法人に通知する。 

（平１７規則４９・追加） 

（協定） 

第４２条 市長は、特定公共賃貸住宅及び共同施設の管理上必要な事項に関し、

指定管理者と協定を締結するものとする。 

（平１７規則４９・追加） 

（委任） 

第４３条 この規則に定めるもののほか、特定公共賃貸住宅の管理に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

（平１２規則３０・旧第２８条繰下、平１７規則４９・旧第３８条繰

下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

（大分市災害対策本部設置規則の一部改正） 

２ 大分市災害対策本部設置規則（昭和６１年大分市規則第１１号）の一部を

次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（大分市営住宅入居者選考委員会規則の一部改正） 



３ 大分市営住宅入居者選考委員会規則（昭和３８年大分市規則第３０号）の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成７年規則第５１号） 

この規則は、平成７年８月１日から施行する。 

附 則（平成８年規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年規則第２６号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年規則第９０号） 

この規則は、平成９年１２月１日から施行する。 

附 則（平成１１年規則第３２号） 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年規則第３０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際改正前の大分市特定公共賃貸住宅条例施行規則様式第

１号から様式第２５号までの規定による用紙で現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 



附 則（平成１６年規則第９６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年１月１日から施行する。 

（佐賀関町及び野津原町の編入に伴う経過措置） 

２ 古宮団地及びリバーサイド新界の入居者負担額は、改正後の第１５条の規

定にかかわらず、改正後の第１４条の家賃の額とする。 

附 則（平成１７年規則第１２号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年規則第４９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年規則第３７号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第２１号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第４５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大分市特定公共賃貸住宅条例施行規則の規定は、この規則の施行

の日以後の居住に係る家賃及び入居者負担額について適用し、同日前の居住



に係る家賃及び入居者負担額については、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年規則第１４号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年規則第２１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後に決

定する入居者負担額について適用し、同日前に決定した入居者負担額につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年規則第２８号）抄 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第４２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際第１条の規定による改正前の大分市営住宅条例施行規

則、第２条の規定による改正前の大分市特定公共賃貸住宅条例施行規則、第

３条の規定による改正前の大分市地域特別賃貸住宅条例施行規則及び第４条



の規定による改正前の大分市従前居住者用賃貸住宅条例施行規則に規定する

様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することが

できる。 

附 則（令和４年規則第１３号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年規則第４５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の大分市特定公共賃貸住宅条例

施行規則に規定する様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

別表第１（第１４条関係） 

（平９規則９０・平１２規則３０・平１６規則９６・平１９規則４５・

一部改正） 

名称 建設年度 戸数 構造 家賃（月額） 

    戸   円 

ベルビュ賀来 平成６年度 ２４ 高層耐火構造６階建 ６０，０００ 

ベルビュ賀来H平成８年度 ３０ 高層耐火構造６階建 ６０，０００ 



８ 

古宮団地 平成８年度 ６ 中層耐火構造３階建 ４２，０００ 

リバーサイド

新界 

平成８年度 １８ 中層耐火構造３階建 ４８，０００ 

別表第２（第１５条関係） 

（平１９規則４５・全改、平２１規則２１・一部改正） 

名称 入居者の所得の区分 入居者負担額（月

額） 

ベルビュ賀来及びベル

ビュ賀来H８ 

  円 

２５９，０００円以下 ５４，０００ 

２５９，０００円超４４５，０００

円以下 

５７，０００ 

別表第３（第２５条、第３１条関係） 

（平１２規則３０・追加、平２１規則２１・一部改正） 

名称 区画数 １区画当たりの駐車場の使用料（月額） 

  区画 円 

ベルビュ賀来駐車場 ２４ ３，０００ 

ベルビュ賀来H８駐車場 ３０ ３，０００ 

古宮団地駐車場 ６ ２，０００ 



リバーサイド新界駐車場 １８ ２，０００ 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

（平１８規則３７・全改、令３規則４２・令６規則４５・一部改正） 

様式第２号（第７条関係） 

（令２規則２８・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第３号（第９条関係） 

（令２規則２８・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第４号（第１１条関係） 

（令６規則４５・全改） 

様式第５号（第１１条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第６号（第１１条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第７号（第１２条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第８号（第１３条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第９号（第１６条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第１０号（第１６条関係） 

（平１２規則３０・全改） 



様式第１１号（第１７条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第１２号（第１７条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第１３号（第１８条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第１４号（第１８条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第１５号（第１９条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第１６号（第１９条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第１７号（第２０条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第１８号（第２０条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第１９号（第２０条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第２０号（第２１条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 



様式第２１号（第２２条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第２２号（第２２条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第２３号（第２３条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第２４号（第２４条関係） 

（平１２規則３０・全改） 

様式第２５号（第２７条関係） 

（平１２規則３０・全改、令６規則４５・一部改正） 

様式第２６号（第２７条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

様式第２７号（第２９条関係） 

（平１２規則３０・追加、令６規則４５・一部改正） 

様式第２８号（第２９条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

様式第２９号（第２９条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

様式第３０号（第３０条関係） 

（平１２規則３０・追加、令６規則４５・一部改正） 



様式第３１号（第３２条関係） 

（平１２規則３０・追加、令６規則４５・一部改正） 

様式第３２号（第３２条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

様式第３３号（第３２条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

様式第３４号（第３３条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

様式第３５号（第３４条関係） 

（平１２規則３０・追加、令６規則４５・一部改正） 

様式第３６号（第３７条関係） 

（平１２規則３０・追加） 

 


